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1. 環境影響評価について



環境影響評価について、まず、その制度の手続きについて
御説明いたします。

埼玉県環境影響評価条例では、廃棄物処理施設の建設にあ
たり、１日あたりの処理能力が２００トン以上のごみ処理施
設の設置には環境アセスメントの手続きが必要であるとなっ
ています。
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こちらが県の条例に基づきます環境影響評価の流れでございます。
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現在想定をしております事業の概要について御説明いたし
ます。
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事業者は大里広域市町村圏組合です。
管理者は、小林熊谷市⾧でございます。
対象事業の名称は、（仮称）新熊谷衛生センター整備事業

であり、正式名称は、今後決定いたします。
環境影響影響表の種類は、埼玉県環境影響評価条例施行規

則 別表第1 第6号に示す「廃棄物処理施設の設置」によるも
のとなります。
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熊谷市、深谷市、寄居町を構成団体とする大里広域市町村圏組合では、
４つのごみ処理施設を運営しており、いずれの施設も供用開始より２０年
以上が経過し、現在のごみ処理施設の⾧寿命化の期間が終了し始めること
から、新たな施設整備に関して具体的な検討を進めることが喫緊の課題と
なっています。

また本組合管内の人口減少も進んでおり、施設の統廃合、集約化を進め
ることにより効率的な運営を行っていく必要にも迫られているところでご
ざいます。

本組合では、学識者、組合議会議員、自治会連合会の代表、行政職員か
らなる「大里広域市町村圏組合ごみ処理施設整備基本構想検討委員会」を
立ち上げ、ごみ処理施設整備基本構想を検討し、令和3年2月に、
①施設規模は、組合全体で「422t/日～501t/日程度」とすること、
②ごみ焼却施設を2施設体制とし、建設候補地を熊谷市別府地内及び深谷
市樫合地内とする
という内容の中間答申をいただいております。

（仮称）新熊谷衛生センターは熊谷市別府地内に整備することを目的に
事業を進めてまいります。
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対象事業の実施区域について御説明いたします。
対象事業実施区域の位置は、熊谷市西別府583番地1とな

ります。
航空写真で赤枠で囲んでいる範囲が、すでに都市計画決定

済みの区域であり、今回の環境影響評価における対象事業実
施区域となります。
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施設規模、処理能力は255t/日となります。
対象事業の実施期間は、令和5年度まで環境影響評価手続を実施したの

ち、並行して事業者選定を行い、令和6年度中に事業者を選定します。
令和7年度より事業者による実施設計に着手し、令和8年度から本施設工

場棟の土木・建築工事に着手します。
その後、令和9年度に本施設工場棟のプラント工事（設備機器の据付

等）を行い、令和11年度後半に試運転を開始し、同年度中に工場棟を竣工
し、令和12年度より本施設工場棟の暫定供用を開始します。

現熊谷衛生センター第二工場は（仮称）新深谷清掃センターが供用を開
始する令和11年度に解体撤去し、その跡地に本施設の管理棟・計量棟を整
備します。

第一工場は、本施設の暫定供用開始後の令和12年度に解体撤去を行い、
管理棟・計量棟を含む本施設の全面供用は令和13年度からとなります。
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